
○下野市いじめ問題対策連絡協議会等条例 
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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、下野市立小・中学校におけるいじめ問題に係る対策の推進に

ついて、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）

に基づき市が設置する下野市いじめ問題対策連絡協議会その他の組織に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） いじめの防止等 法第１条に規定するいじめの防止等をいう。 

（２） 重大事態 法第２８条第１項に規定する重大事態をいう。 

第２章 下野市いじめ問題対策連絡協議会 

（設置） 

第３条 法第１４条第１項の規定に基づき、下野市いじめ問題対策連絡協議会（以

下「連絡協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第４条 連絡協議会は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため

必要な事項について協議するとともに、当該機関及び団体相互の連絡調整を図る。 

（組織等） 

第５条 連絡協議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 



２ 委員は、次に掲げる者の中から教育委員会が委嘱又は任命する。 

（１） 市内小・中学校の教職員 

（２） 教育関係団体の代表者 

（３） 関係行政機関の職員 

（４） その他教育委員会が必要と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、前任者が欠けた場合における後任者の任

期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、委嘱又は任命されたときの要件を欠いたときは、委員の職を失うもの

とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第６条 この章に定めるもののほか、連絡協議会の組織及び運営に関し必要な事項

は、教育委員会が別に定める。 

第３章 下野市いじめ問題専門委員会 

（設置） 

第７条 法第１４条第３項の規定に基づき、下野市いじめ問題専門委員会（以下「専

門委員会」という。）を教育委員会に設置する。 

（所掌事務） 

第８条 専門委員会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査検

討し、提言する。 

（１） いじめの防止等のための対策に関すること。 

（２） 重大事態に係る事実関係の調査に関すること。 

（３） その他いじめの防止等に関し教育委員会が必要と認める事項 

（組織等） 

第９条 専門委員会は、４人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者その他教育委員会が必要と認める者の中から、教

育委員会が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、前任者が欠けた場合における後任者の任

期は、前任者の残任期間とする。 



４ 委員は、委嘱されたときの要件を欠いたときは、委員の職を失うものとする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第１０条 この章に定めるもののほか、専門委員会の組織及び運営に関し必要な事

項は、教育委員会が別に定める。 

第４章 下野市いじめ問題再調査委員会 

（設置） 

第１１条 法第３０条第２項の規定に基づき、第８条第２号の調査の結果について

調査を行う必要があると市長が認めるときは、下野市いじめ問題再調査委員会（以

下「再調査委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第１２条 再調査委員会は、市長の諮問に応じ、第８条第２号の規定による調査の

結果について必要な調査を行い、その結果を答申する。 

（組織等） 

第１３条 再調査委員会は、５人以内の委員をもって組織し、学識経験を有する者

その他市長が必要と認める者の中から、必要の都度、市長が委嘱する。 

２ 委員は、第９条に規定する専門委員会の委員の職を兼ねることができない。 

３ 委員は、当該諮問に係る事項の調査が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 委員は、委嘱されたときの要件を欠いたときは、委員の職を失うものとする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

（委任） 

第１４条 この章に定めるもののほか、再調査委員会の組織及び運営に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（下野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 下野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１



８年下野市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 


